
 

京都市障害児通所支援事業所公募要領 

（令和５年４月～９月開所分） 

 

１ 公募の趣旨 

  京都市では事業所の地域偏在の解消に向けて、サービス供給量が必要量の見込み

を上回る場合に新規の事業所の指定を行わない、総量規制を実施しております。 

  放課後等デイサービスについては、総量規制の対象とならない区・支所は、第２

期障害児福祉計画に定める各年度の必要量の見込みから指定必要量を設定し、公募

を行います。 

 

２ 公募内容 

 ⑴ 公募を行うサービス  

放課後等デイサービス 

（主として重症心身障害児を通わせる放課後等デイサービスを除く。） 

 ⑵ 公募対象区・支所及び指定必要量 

   障害児福祉計画の最終年度である令和８年度の必要量の見込みに到達してい

る区・支所については総量規制の対象となります。総量規制の対象とならない

区・支所については、以下のとおり、令和５年４月～９月開所分の公募を行いま

す。 

 左京区 東山区 山科区 下京区 西京区 

指定必要量（人日※1） ２１９ ２３ １８ ３７３ １３ 

(参考)事業所数 ※2 １ １ １ ２ １ 

※1 １箇月当たりの人日 

※2 事業所の定員を１０名とした場合の参考値 

１０名×２５日（１月の営業日）＝２５０人日 

 ⑶ 公募の対象者 

   法人であり、かつ、京都市児童福祉法に基づく事業及び施設の人員、設備及び

運営の基準等に関する条例に定める者 

 ⑷ 開所時期 

   令和５年４月１日～９月３０日 

 



３ 応募手続 

  応募を希望する事業者は、以下のとおり講習会の受講、事前相談を行った後、必

要書類を御提出ください。 

⑴  講習会 

   放課後等デイサービスの公募申込を予定している事業者を対象に、申請書類に

関する説明及び放課後等デイサービスの制度を正しく理解いただくことを目的

とした講習会を実施いたします。 

   なお、本講習会を受講されなかった場合、今回の公募での申込を行うことはで

きませんので御注意ください。 

  ア 講習会日時 

    令和４年１２月２７日（火） 午前９時～１２時 

  イ 講習会会場 

    京都市子ども若者はぐくみ局会議室 

    （京都市中京区烏丸通御池下る虎屋町５６６－１ 井門明治安田生命ビル６階） 

  ウ 申込方法 

    別紙１（講習会）の講習会申込書に必要事項を記載の上、メールにて子ども

家庭支援課発達支援担当まで御提出ください。 

   アドレス：kodomokateisien@city.kyoto.lg.jp 

   ※ 件名の最初に【放課後等デイサービス公募講習会】と記入してください。 

   ※ メール以外での受付は行いません。 

  エ 申込期限 

    令和４年１２月２０日（火） 午後５時必着 

  オ 注意事項 

   ○ 別紙２（講習会）のとおり「新型コロナウイルス感染症拡大防止ガイドラ

イン」に基づく感染対策を行った上、参加者は１事業者につき１名とします。

代表者や管理者等、事業内容を把握し、決定権限を持っている方がお越しく

ださい。 

   ○ 研修当日、受付において別紙３（講習会）の「新型コロナウイルス感染症

対策チェックシート」を御提出ください。また、受付において健康状態の確

認と検温を行いますので、御協力願います。 
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 ⑵ 事前相談 

  ア 事前相談に必要な書類 

   ・ 障害児通所支援事業所等開設事前相談票 

   ・ 開設予定地の地図 

   ・ 物件の平面図（面積基準を満たしているかどうか確認します。） 

   ・ 検査済証、確認済証、建築計画概要書などの写し（耐震基準を満たしてい

るかどうか確認します。） 

  イ 注意事項 

   ○ 事前相談は予約制となっています。お越しになる際には、必ず事前に電話

で予約をお願いします。予約なく来庁された場合、対応できかねますので御

了承ください。 

   ○ 事前相談については、申込者と対面のうえ、協議を行います。代表者や管

理者等、事業内容を把握し、決定権限を持っている方がお越しください。 

     物件については、児童福祉法に定められる設備基準に加え、耐震基準、消

防法及びバリアフリー条例に適合している必要がありますので、新築、増改

築、賃貸借契約等を行う前に御相談ください。 

   ○ 事前相談では、物件の確認及び選定までの手順や必要書類について御説明

します。児童福祉法及び同法に基づく基準等をあらかじめ御確認のうえ、お

越しいただきますようお願いします。 

 

 ⑶ 公募申込提出書類 

  ア 提出書類 

    別紙１の京都市障害児通所支援事業所公募申込書類一覧に記載する書類を、

ファイルに綴じて提出してください。 

  イ 提出場所 

    京都市子ども若者はぐくみ局子ども若者未来部子ども家庭支援課 

発達支援担当 

    （京都市中京区烏丸通御池下る虎屋町５６６－１ 井門明治安田生命ビル２階） 

    電話番号：０７５ー７４６－７６２５ 

  ウ 提出方法 

    事前に日程調整を行ったうえ、持参により提出してください。（郵送不可） 

  エ 提出期限 

令和５年２月１０日（金） 午後５時必着 

 

https://www.city.kyoto.lg.jp/hagukumi/page/0000255380.html


４ 事業者の選定 

⑴  選定方法 

指定必要量を上回る応募があった行政区については、下記ア、イによる審査

を実施し、合計点数が上位となった事業者を選定します。 

応募が指定必要量を下回った場合は、応募のあった全ての事業所を選定しま

す。 

ア 事前審査 

選定基準のうち客観項目（審査項目１～４、５の一部及び７（別紙２の網掛

け部分））による事前審査を子ども家庭支援課が実施します。 

事前審査の結果、行政区ごとに上位となった３事業者について、京都市はぐ

くみ推進審議会児童福祉分科会障害児通所支援事業所選定部会におけるプレ

ゼンテーション審査を行います。 

イ 選定部会 

事業者の選定に当たっては、提出書類の審査及び応募事業者によるプレゼン

テーションを行い、審査項目全ての審査を行います。 

※ 審査に当たっては、原則、事業内容を把握し決定権限を持っている方（管

理者等）及び配置予定の児童発達支援管理責任者の参加をお願いします。 

 ⑵ 日時  

  ア 事前審査 令和５年２月中 

  イ 選定部会 令和５年３月上旬（予定） 

  ※ 選定部会の開催が決まり次第、応募のあった事業者に御連絡します。 

 ⑶ 選定基準 

   事業所の選定にあたっては、別紙２の公募による放課後等デイサービス事業所

選定基準に基づき、選定を行います。 

 ⑷ 選定結果の通知 

   令和５年３月下旬 

 

５ 公募に関する質問 

  公募に関する質問は、別紙３の質問票によりメールにて御質問ください。また、

制度全般に関する質問は、下記の電話番号までお問い合わせください。 

 受付期間：令和４年１２月１日（木）～令和５年１月２７日（金） 

 対応時間：月～金曜日（祝日を除く） 午前９時～正午、午後１時～午後５時 

（※電話の場合） 

 窓  口：京都市子ども若者はぐくみ局子ども若者未来部子ども家庭支援課  

発達支援担当 

 電話番号：０７５－７４６－７６２５ 

 アドレス：kodomokateisien@city.kyoto.lg.jp 
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６ 選定後の手続き 

⑴  指定申請 

   選定された事業者は、選定後速やかに、指定申請書（第１号様式）及びその他

必要書類（別紙４の放課後等デイサービス事業所の指定申請に係る添付書類一覧

を参照）を御提出ください。 

⑵  関係法令の適合確認 

   事業開始にあたり、京都市建築物等のバリアフリーの促進に関する条例及び消

防法への適合が必要となりますので、関係部署と協議の上、以下の書類を御提出

ください。 

  〇 京都市建築物等のバリアフリーの促進に関する条例 

検査済証 

  〇 消防法 

社会福祉施設相談結果票 

⑶  現地確認の実施 

   上記⑴及び⑵の書類が提出され、支援が行える状態に整備された後、開所予定

場所の現地確認を実施します。 

   現地確認では、管理者及び児童発達支援管理責任者との面談や、全従業者の雇

用契約書、資格証、研修修了証等の原本、各種マニュアル等の確認を行います。 

⑷  処理期間 

   現地確認の実施から指定まで、最低２週間の処理期間をいただきます。 

 

７ その他の留意事項 

⑴  災害等の理由を除き、開所時期が令和５年１０月１日以降となる場合は、原

則選定結果を取り消し、指定しません。 

⑵  事業所開設地は公募申込後に変更できません。 

⑶  その他、選定後の申請内容の変更は原則認めず、選定結果を取り消します。 

   ただし、変更の内容が軽微である等で、京都市が認めるものについては、この

限りではありません。 

⑷  虚偽その他不正な申請があった場合、選定結果を無効とします。 

⑸  本公募の選定により、土地建物関係の法令上の制限解除や、児童福祉法に基

づく指定等が保障されるものではありません。 

⑹  事業計画の中止や選定されなかったことに伴う一切の損害等について、京都

市は責任を負いません。 

⑺  選定後における事業の権利譲渡等は認めません。 

⑻  公募に係る申込書類は、理由の如何を問わず返却しません。 

 



 

（参考）公募のスケジュール 

月 公募スケジュール 

１２月 

１２月１日（木） 公募申込受付開始 

指定必要量（４～９月開所分）公表 

１２月２７日（火）講習会 

１月 １月２７日（金） 質問受付 〆切 

２月 
２月１０日（金） 公募申込 〆切 

２月中      事前審査（指定必要量を上回る応募があった場合） 

３月 
３月上旬     プレゼン審査（事前審査の上位３事業者のみ） 

３月下旬     選定・結果公表 

 


